
介護保険サービス事業等の基準検討概要 川越市福祉部

1 共通事項
条例委任
類　　型

○　基本方針等

1 基本方針 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

○　人員に関する事項

2 職員数（配置基準） 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

3 職員の資格要件 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

4 職員の専従 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

○　設備に関する事項　※

5 構造 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

設 居室面積 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

備 個別に検討 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

○　運営に関する事項

7 運営規程 参　酌
預り金管理の徹底を図るため、金銭管理規
程の作成、管理状況報告その他業務に関す
る規定を追加するか。

既に指導等で実施済みであるので、独自基
準は設けない。

8 非常災害対策 参　酌
東日本大震災の経験等を踏まえ、基準省令
以上の規定を設けるか。

国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

9 記録の整備 参　酌
帳簿・記録の保存年限の延長（現行２年保
存）。全ての帳簿書類を対象とするか又は
一部給付に係る書類のみとするか。

介護保険法では２年時効とされているた
め、期間を延長する根拠がなく、また、事
業者の負担が増える。指導で求めることと
し、独自基準は設けない。

10 サービス提供困難時の対応 参　酌 －
※介護サービス事業所等については、国省
令以外にも、高齢者虐待防止法の適用あ
り。

11 入退所 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

12 入所者の処遇に関する計画 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

13 処遇の方針 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

14 介護（一部） 従うべき －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

15 食事 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

16 相談及び援助 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

17 社会生活上の便宜の提供等 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

18 機能訓練 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

19 健康管理 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

20 入所者の入院期間中の取扱い 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

21 施設長の責務 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

22 勤務体制の確保 参　酌
職員研修の充実を図るため、研修機会の確
保等を義務化するか。

国省令等に研修機会の確保が義務化されて
いるため、国省令どおりとする。

23 衛生管理等 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

24 協力病院等 参　酌
協力歯科医療機関についても協力病院と同
様に義務化するか。

指導等で対応する。条例義務化とすると事
業者の負担となる。

25 秘密保持等 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

26 苦情処理 参　酌
苦情に対する処理結果の公表や第三者の関
与など努力義務規定を追加するか。

国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。必要に応じ指導等で対
応。

27 地域との連携 参　酌 －
国省令に具体的な規定が設けられているた
め、国省令どおり。

28 事故発生防止及び発生時の対応 従うべき 従うべき基準のため検討項目対象外 国省令どおり

○　その他

29 暴力団及びその関係者の排除 －
運営に関し暴力団の支配を排除、申請者
（法人）及び人員（職員）から暴力団員を
排除する規定を新たに設けるか。

他法令等で規定が設けられているため、あ
らためて規定は設けない。

2 個別事項
条例委任
類　　型

⑴　設備に関する事項 参　酌 別紙

⑵ その他「１共通事項以外の事項」 参　酌 別紙各基準条例ごとに検討。

項　　　目 検討内容 市の考え方 備　考

項　　　目 検討項目 検討結果 備　考

入所施設系・居宅サービス事業所系に分け、実情・特性を考慮し検討。
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